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介護保険導入によって変わる介護手当の実態調査研究
－地方単独事業介護手当の変遷より－

■　はじめに
介護手当の定義：｢高齢者などが、病気や事故等の原因で寝たきりの状態や痴呆症状になっ
て在宅で介護を受ける場合に、要介護者本人か家族に対して行政機関か
ら支給される現金｣（増田、2003:162）
【介護手当の概況】
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▶きわめて対象者が限定的であることからその意義を問われている家族介護慰労金
は、介護保険制度開始を目前にした1999年11月に、新制度の円滑な導入を目的とする家族介護支援特別対策の一環として市町村のメニュー事業のなかで2001年度からの実施が決定され　　　　

た。　　これまで日本においては自治体による地方単独事業として支給される介護手当が
存在するだけであったから、家族介護慰労金の創設は国の補助事業による初めての介護
手当の創設となった。
▶一方、介護保険制度創設時にその是非をめぐって論争が繰り広げられ、最終的に制度化の見送られた家族介護に対する現金給付は、介護サービスの基盤整備の進捗状況をみながら、2005年の制度全体の見直しにおける検討課題のひとつとなっている。

▶こうした状況変化のなかにあって、現在、都道府県レベルで実施されてきた介護手当の多くは、介護保険制度導入を契機としてその存在意義を失い、廃止の一途を辿っている。
■　研究の目的

　本研究では、介護保険制度の導入によって、地方単独事業として実施されてきた介護手当が廃止に至る経過を明らかにし、その要因を検証する。一方、多くの自治体で廃止するなか、介護手当を継続する自治体も存在しており、そうした自治体にとっての地方単独事業としての介護手当の意義を考える。そのうえで、介護保険制度導入以降、これからの日本の介護手当に求められるべき課題を探る。
■　研究の方法

　本研究は、47都道府県の介護手当の担当者（健康福祉部などの高齢者福祉の担当者）宛に、2003年4月から6月にかけて実施した郵送法および電話でのヒアリングによる調査をもとに分析検討を行った。郵送法による調査は、都道府県が地方単独事業として支給してきた高齢者福祉手当としての介護手当の実態を明らかにするために、介護手当支給事業の要綱（→　資料編【図表１０】）、事業実績データ、事業の変遷情報などの資料を収集することを目的とし、特に、介護保険制度の導入によって事業の廃止に至った場合、もしくは廃止を検討している場合には、経過措置期間に関する情報、廃止に至る経緯を示す資料を収集することに努めた。また、回収後、詳細確認及びデータの水準を揃えるために電話による聴き取り調査を行った。なお、未回収分については督促のうえ、47都道府県全ての回答を得た。
■　結果および考察

１．都道府県単独事業介護手当の変遷　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表１】
１）事業の創設

　　　　草創期：1970年代前半、寝たきり高齢者本人もしくは介護者を対象

　　　　社会的背景：1970年に高齢化率7％→　高齢者問題に対する国民的関心の高まり

　　　　　　　　　　全国で生まれた革新自治体→　高齢者福祉の独自事業の展開

　　　　第２期：1990年前後、痴呆性高齢者を対象に加える

　　　　社会的背景：ゴールドプラン策定（1989年）、福祉関係8法改正(1990年)

　　　　　　　　　　→　在宅サービス拡充のための条件整備 
　　　　▶1970年代前半に寝たきり高齢者を対象として全国的に広がり、1980年代後半か

ら痴呆性高齢者も対象として拡充され、1990年代前半に体制ができあがる。
２）事業の拡充　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表２】
痴呆性高齢者の介護者を対象に加える（1980年代後半、問題の顕在化）

実施主体を都道府県から市町村に（福祉サービスの市町村の役割強化）

支給金額の増額

所得制限の廃止

３）事業の廃止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表１】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　介護保険制度導入を契機とする事業の廃止

最終年度：1999年－宮城、福井、愛知、滋賀、京都、山口／2000年－北海道、岩手、千葉／2001年－山形、神奈川、茨城／2002年－東京、埼玉、長野

　　　　2003年度現在実施：群馬、富山、兵庫、愛媛、山梨（廃止の方向で検討中）、石川

（2003年度いっぱいで廃止）

２．介護手当の実態　
１）目的と支給対象者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表１】
　　　目的：第一義的に、在宅で介護を受ける高齢者の福祉の向上、増進のために支給。

　　　支給対象者：自治体の多くは介護者に支給し、介護者を励まし、労をねぎらう。

２）｢寝たきり老人等｣および｢介護者｣の定義

　　　寝たきり老人等：後に痴呆性高齢者を対象に加えたことより／常時介護を必要と

する65歳以上の高齢者／継続期間は通常6ヶ月／程度は介護保険制度導入以降

は要介護認定によって4もしくは5など（以前は、自治体ごとに基準を設ける）

　　　介護者：現在介護をしている主たる介護者（家族より、同居を要件が一般的）
３）支給額と支給制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表３】
　　　支給額：月額5,000円程度の低額（年額10万円以上は、5都県）

　　　所得要件：1/3の自治体で設ける／本人以外、配偶者、扶養義務者に対して設けら

れる傾向

　　　　併給制限：特別障害者手当など
４）介護手当の実施主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表１】
　　　都道府県が実施主体としての支給事業

　　　市町村が実施主体としての補助事業：1/2補助（京都府は京都市を除く市町村に10

割補助、東京都は負担金として10割負担）
３．介護保険導入による自治体の対応　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表４】　　

１）介護手当廃止までの経過措置

▶福祉手当廃止にあたる激変緩和措置　▶事業規模の縮小

ａ）所得要件を設ける

ｂ）介護保険サービス利用の場合対象から除外する

ｃ）家族介護慰労事業の対象者を除外する

ｄ）新規認定せず支給額を減額する　　　　　　　　　→　資料編【図表５】【図表６】　　　　　

ｅ）クーポンを交付する

２）介護手当廃止の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表７】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ａ）家族介護慰労事業の創設

家族介護を慰謝激励する同一目的／国庫補助による財政負担の軽減　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ｂ）介護理念の転換－家族介護から｢介護の社会化｣

　　　　　個別の手当から、基盤整備などに財源を振り向ける

ｃ）基盤整備の充実

　　　サービスを利用できる環境にあり家族介護に依存しなくてよい

３）都道府県単独事業介護手当の意義　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表９】
　ａ）家族介護慰労金との目的および支給対象の相違

　ｂ）福祉行政の自治体の役割　

４．これからの介護手当に求められるべき課題および方向性
☆介護手当のパラダイム転換

措置制度下で始められた、介護は家族責任とされた時代の福祉政策（家族介護を慰謝激励）

が見直しを迫られた

　　→　社会保険制度のもとでいかにして家族介護を評価するか

☆介護手当の一元化の矛盾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　資料編【図表８】
介護理念の転換・地方分権の流れに反する国庫補助による介護手当の創設

→　介護保険制度の制度設計における家族介護の評価の欠如

　　　　家族介護に対する現金給付の問題のコンセンサスの欠如

【介護手当の類型】
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（出典）増田（2003：163）による表「介護手当の類型」を６つの目的に修正。
■　今後の課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本研究では、都道府県単独事業介護手当に焦点を絞ってその草創期からの変遷を辿り、

介護保険制度創設における変化を明らかにすることに努めた。今後は、保険者となって中心的な役割を担うこととなった市町村における家族介護慰労事業の評価、および地方単独事業介護手当の意義を明らかにし、その実態を把握することが必要である。
【引用文献】増田雅暢、2003、『介護保険見直しの争点－政策過程からみえる今後の課題－』法律文化社。




























� 家族介護慰労事業（要介護４または５に相当する市町村民税非課税世帯の高齢者を介護する家族に、過去１年間、１週間程度のショートステイの利用を除き、介護保険サービスを利用しなかった場合、年額10万円までの金品を贈呈するもので、国はこれに要する経費を助成する）において支給される現金。
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